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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第３四半期
連結累計期間

第15期
第３四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

営業収益 （百万円） 4,414 4,711 6,029

経常利益 （百万円） 693 893 1,064

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 465 553 719

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 461 547 709

純資産額 （百万円） 12,760 13,275 13,013

総資産額 （百万円） 85,208 89,469 84,344

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 14.64 17.40 22.64

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 14.61 17.38 22.60

自己資本比率 （％） 15.0 14.8 15.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,245 878 △1,939

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △259 △277 △434

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,970 1,519 894

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 10,146 11,322 9,202

回次
第14期

第３四半期
連結会計期間

第15期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 7.77 4.45

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表

において自己株式として計上しており、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、緩やかな回復基調で推移しました。企業部門においては、

輸出は概ね持ち直しが継続しており、生産も足踏みから緩やかな増加に転じ企業収益は改善しています。一方、

家計部門においても、雇用情勢は改善しており、個人消費は持ち直しています。先行きについては、雇用・所得

環境の改善を背景に、緩やかな回復が続くことが期待されます。ただし、通商問題の動向が世界経済に与える影

響や、中国経済の先行きなど海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響に留意する必要があります。

外国為替市場において、米ドル／円相場は、１ドル＝106円台前半で取引が始まり、米中の通商問題への懸念

や北朝鮮情勢等のリスク要因の後退、更には米国金利の上昇を背景にドル高円安基調で推移し、５月21日には

111円台半ばをつけました。その後も、好調な米国経済や米国金利の先高感を背景としたドル高円安基調は変わ

らず、８月に入って米中通商問題や米国とトルコとの関係悪化への懸念を背景とするリスク回避の流れから円が

買われ８月21日には109円台後半をつける局面はありましたが、トルコ中央銀行が市場予想を上回る利上げに踏

み切るとリスク回避の流れは後退し、良好な米国経済指標や日米株式市場の高騰を背景に再びドル買いの流れと

なり、10月４日には当期の高値となる114円台半ばまで値を上げました。その後は、米中通商問題への警戒感や

米国金利政策への思惑が交錯する中、方向性に乏しい相場展開となり、111円台半ばから114円台前半にかけての

狭い範囲で推移しました。ところが、12月中旬にトランプ大統領及びホワイトハウスによるＦＲＢ（米連邦準備

理事会）の金融引き締め政策への批判が報じられると米国金利の低下、株安と相俟って急激なドル安円高の流れ

となり、その後も、日米株式市場の続落や米国政府機関閉鎖の決定等もあり109円半ばまで値を下げ、期末を迎

えました。また、米ドル／円以外の主要な取扱い通貨である欧州・オセアニア通貨については、円に対して概ね

期首から弱い動きで推移し、期末に向けて一段と円高方向へ進む展開となりました。各通貨の変動率は、トルコ

リラを始めとする新興国通貨が８月に急落する局面があった一方、米ドル／円をはじめ主要な通貨については総

じて前年同四半期を若干下回る水準となりました。

このような状況の中、当社グループは、主力サービスである外国為替証拠金取引について、法人取引の最大レ

バレッジの最適化を行ったほか、取引高に応じたキャッシュバックキャンペーンや少額取引サービス「パートナ

ーズFXnano」におけるスワップポイント拡大キャンペーン等、積極的なキャンペーン展開や各種セミナーの実施

等に取り組むことにより顧客取引の拡大を図りました。また、幅広い顧客層の獲得のため、複数の外貨に対応し

世界中のマスターカード加盟店で利用可能なプリペイドカードである「Manepa Card」（マネパカード）につい

て、カード利用を促進するためのキャンペーンの実施をはじめ、会員専用サイトの改修やコンビニ予約入金サー

ビスの開始、更にはAIチャットを使用した問い合わせ窓口対応の強化等による利便性の向上を図ったほか、新た

にPeach Aviation株式会社と提携し、「Peach Manepa Card」のサービス提供を開始いたしました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の外国為替取引高は9,005億通貨単位（前年同四半期比1.5％増）と

なりました。また、当第３四半期連結会計期間末の顧客口座数は326,421口座（前年同四半期末比16,548口座

増）、顧客預り証拠金は63,000百万円（同2.6％増）、有価証券による預り資産額は6,337百万円（同23.7％減）

となりました。

また、当第３四半期連結累計期間の営業収益は、前年第１四半期に実施したスプレッド縮小による収益性低下

の影響があった反面、相対的に収益性の高い新興国通貨の取引高の割合が増加したことから、外国為替取引全体

の収益性はほぼ横這いとなったことに加え、システム関連売上高の増加等により4,711百万円（前年同四半期比

6.7％増）となりました。利益については、システム関連売上高増加に伴う売上原価の増加があった一方、広告

宣伝費の抑制的使用等により販売費・一般管理費が減少した結果、営業利益は890百万円（同32.4％増）、経常

利益は893百万円（同28.9％増）となり、特別損失として投資有価証券評価損49百万円の計上があったことから

親会社株主に帰属する四半期純利益は553百万円（同18.9％増）となりました。
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② 財政状態の状況

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、以下の比較で使用する前連結会計年度末の数値は遡及処理後のものを使用

しております。

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して5,124百万円増加し、89,469百万円と

なりました。これは流動資産が4,947百万円、固定資産が177百万円増加したことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末と比較して4,862百万円増加し、76,193百万円となりました。これは流動負債が

4,726百万円、固定負債が135百万円増加したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末と比較して262百万円増加し、13,275百万円となりました。

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間末における主な流動資産の内訳は、預託金50,503百万円、現金・預金14,572百万

円、トレーディング商品（資産）14,432百万円及び短期差入保証金6,039百万円であります。前連結会計年度末

と比較して、現金・預金の増加2,120百万円、外国為替証拠金取引の証拠金として預託された財産の増加等に伴

う顧客区分管理信託を中心とする預託金の増加1,689百万円、短期差入保証金の増加687百万円、顧客を相手方と

する未決済の外国為替証拠金取引に係る評価益の増加等に伴うトレーディング商品（資産）の増加680百万円等

により4,947百万円増加しております。

（固定資産）

当第３四半期連結会計期間末における主な固定資産の内訳は、リース資産（有形固定資産）565百万円、ソフ

トウエア仮勘定529百万円、投資有価証券351百万円、ソフトウエア271百万円、リース資産（無形固定資産）160

百万円、長期差入保証金142百万円、繰延税金資産141百万円、長期前払費用136百万円及び建物131百万円であり

ます。前連結会計年度末と比較して、外国為替取引システム更新のための開発や仮想通貨取引システムの開発等

によるリース資産（有形固定資産）の取得、ソフトウエア仮勘定の計上等の増加要因があった一方、ソフトウエ

ア等の減価償却、投資有価証券の評価損計上等の減少要因により177百万円増加しております。

（流動負債）

当第３四半期連結会計期間末における主な流動負債の内訳は、受入保証金63,000百万円、短期借入金4,200百

万円、預り金3,618百万円、未払費用2,331百万円及びトレーディング商品（負債）1,567百万円であります。前

連結会計年度末と比較して、年末年始の外国為替証拠金取引の決済等に備えての短期借入金の増加1,913百万

円、外国為替取引の証拠金として預託された受入保証金の増加1,242百万円、顧客を相手方とする未決済の外国

為替証拠金取引に係る評価損の増加等に伴うトレーディング商品（負債）の増加919百万円、未払費用の増加381

百万円及び預り金の増加194百万円等があった一方、未払法人税等の減少150百万円等により4,726百万円増加し

ております。

（固定負債）

当第３四半期連結会計期間末における主な固定負債の内訳は、リース債務562百万円であります。前連結会計

年度末と比較して、リース資産（有形固定資産）の取得に伴うリース債務の増加があった一方、リース債務の返

済等により135百万円増加しております。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における主な純資産の内訳は、資本金2,022百万円、資本剰余金2,161百万円、利

益剰余金10,012百万円及び自己株式△915百万円であります。前連結会計年度末と比較して、親会社株主に帰属

する四半期純利益による利益剰余金の増加553百万円、業績連動型株式報酬による当社株式の交付等に伴う自己

株式の減少６百万円及びストック・オプションの行使による資本金及び資本剰余金の増加２百万円があった一

方、剰余金の配当による利益剰余金の減少293百万円があったこと等により262百万円増加しております。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により878百万

円増加、投資活動により277百万円減少、財務活動により1,519百万円増加いたしました。この結果、資金は前連結

会計年度末に比べ2,120百万円の増加となり、当第３四半期連結会計期間末における資金の残高は11,322百万円と

なりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は878百万円（前年同四半期は2,245百万円の支出）となりました。これは、税金等

調整前四半期純利益の計上843百万円、減価償却費の計上265百万円等の資金増加要因に加え、外国為替取引関連の

資産負債が差引16百万円の資金増加要因となった一方、法人税等の支払額428百万円等の資金減少要因に加え、資

金移動業関連の資産負債が差引11百万円の資金減少要因となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は277百万円（前年同四半期は259百万円の支出）となりました。これは、投資事業

組合からの分配による収入27百万円があった一方、外国為替取引システム更新のための開発や仮想通貨取引システ

ムの開発等による無形固定資産256百万円、長期前払費用31百万円及び有形固定資産16百万円の取得による支出が

あったほか、投資有価証券の取得、売却による１百万円の資金減少要因があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は1,519百万円（前年同四半期は1,970百万円の収入）となりました。これは、年末

年始の外国為替証拠金取引の決済等に備えて短期借入金が1,913百万円の純増となったことに加え、ストック・オ

プションの行使に伴う株式の発行による収入２百万円があった一方、配当金の支払額289百万円及びリース債務の

返済による支出105百万円があったことによるものであります。

(3) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

(6) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設等について、当第３四半期連結累計期間に重要な変

更があったものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

（所在地）
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定

総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
着手 完了

株式会社マネーパ

ートナーズ

本社

（東京都港区）

外国為替取引シス

テムに係るソフト

ウエア及びハード

ウエアの更新

1,800 1,022

自己資金及

びファイナ

ンスリース

平成28年

９月

平成31年

５月

（注）１．上記金額には消費税等を含めておりません。

２．完了予定年月を平成30年９月から平成31年５月に変更しております。
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(7) 経営成績に重要な影響を与える要因

当第３四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。

なお、経営成績に重要な影響を与える主要な要因である外国為替市場の変動率の当第３四半期連結累計期間にお

ける状況は、「(1) 財政状態及び経営成績の状況 ① 経営成績の状況」に記載のとおりであります。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 108,000,000

計 108,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年１月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 33,801,900 33,801,900
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 33,801,900 33,801,900 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成31年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 33,801,900 － 2,022 － 2,098

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,202,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,587,100 325,871 －

単元未満株式 普通株式 12,500 － －

発行済株式総数 33,801,900 － －

総株主の議決権 － 325,871 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式

790,500株（議決権の数7,905個）を含んでおります。

２．「単元未満株式」欄には、役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式63株を含んでお

ります。

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社マネーパート

ナーズグループ

東京都港区六本木

三丁目２番１号
1,202,300 － 1,202,300 3.56

計 － 1,202,300 － 1,202,300 3.56

（注）自己株式には、役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式790,563株を含んでおりませ

ん。

２【役員の状況】

該当事項はありません。

8732/E03747/マネーパートナーズグループ/2019年
－8－



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）並びに同規則第61条及び第82条の規定に基づき、「金融

商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」

（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 12,452 14,572

預託金 48,814 50,503

顧客分別金信託 460 460

顧客区分管理信託 44,810 45,971

その他の預託金 3,543 4,072

トレーディング商品 13,752 14,432

デリバティブ取引 13,752 14,432

約定見返勘定 554 50

短期差入保証金 5,352 6,039

外国為替差入証拠金 5,352 6,039

前払金 8 10

前払費用 139 89

未収入金 121 186

未収収益 482 732

外国為替取引未収収益 473 719

その他の未収収益 8 12

その他の流動資産 320 328

貸倒引当金 △2 △3

流動資産計 81,994 86,941

固定資産

有形固定資産 628 785

建物 165 131

器具備品 89 87

リース資産 373 565

無形固定資産 850 963

ソフトウエア 335 271

ソフトウエア仮勘定 324 529

商標権 0 0

リース資産 189 160

投資その他の資産 870 779

投資有価証券 414 351

長期差入保証金 150 142

長期前払費用 163 136

繰延税金資産 135 141

その他 6 8

固定資産計 2,350 2,527

資産合計 84,344 89,469
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 648 1,567

デリバティブ取引 648 1,567

約定見返勘定 66 188

預り金 3,424 3,618

顧客からの預り金 281 304

その他の預り金 3,142 3,314

受入保証金 61,758 63,000

外国為替受入証拠金 61,758 63,000

短期借入金 ※１2,286 ※１4,200

リース債務 121 167

未払金 210 213

未払費用 1,950 2,331

外国為替取引未払費用 1,741 2,144

その他の未払費用 208 187

未払法人税等 261 111

賞与引当金 37 29

その他の流動負債 74 138

流動負債計 70,841 75,567

固定負債

リース債務 442 562

役員株式給付引当金 43 54

その他の固定負債 3 8

固定負債計 489 625

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 0 0

特別法上の準備金計 0 0

負債合計 71,331 76,193

純資産の部

株主資本

資本金 2,020 2,022

資本剰余金 2,160 2,161

利益剰余金 9,752 10,012

自己株式 △921 △915

株主資本合計 13,012 13,281

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △3 △8

その他の包括利益累計額合計 △3 △8

新株予約権 3 3

純資産合計 13,013 13,275

負債・純資産合計 84,344 89,469
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

営業収益

受入手数料 75 72

委託手数料 2 3

外国為替取引手数料 2 2

その他の受入手数料 71 66

トレーディング損益 4,141 4,231

外国為替取引損益 4,141 4,231

金融収益 47 59

その他の売上高 149 347

営業収益計 4,414 4,711

金融費用 135 136

売上原価 105 298

純営業収益 4,173 4,276

販売費・一般管理費

取引関係費 1,176 1,104

人件費 ※１724 ※１712

不動産関係費 479 491

事務費 693 694

減価償却費 308 265

租税公課 74 70

貸倒引当金繰入額 － 0

その他 43 46

販売費・一般管理費計 3,500 3,385

営業利益 672 890

営業外収益

受取配当金 3 2

投資事業組合運用益 12 2

その他 9 2

営業外収益計 25 6

営業外費用

投資有価証券売却損 － 1

投資事業組合運用損 1 1

為替差損 1 －

その他 0 0

営業外費用計 4 3

経常利益 693 893

特別利益

金融商品取引責任準備金戻入 0 －

新株予約権戻入益 0 0

特別利益計 0 0

特別損失

投資有価証券評価損 － 49

特別損失計 － 49

税金等調整前四半期純利益 693 843

法人税、住民税及び事業税 231 293

法人税等調整額 △3 △2

法人税等合計 228 290

四半期純利益 465 553

親会社株主に帰属する四半期純利益 465 553
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

四半期純利益 465 553

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3 △5

その他の包括利益合計 △3 △5

四半期包括利益 461 547

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 461 547
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 693 843

減価償却費 308 265

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △22 △7

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 13 16

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △0 －

受取利息及び受取配当金 △52 △62

支払利息 135 136

株式交付費 0 0

為替差損益（△は益） 1 －

投資事業組合運用損益（△は益） △10 △0

投資有価証券売却損益（△は益） － 1

投資有価証券評価損益（△は益） － 49

新株予約権戻入益 △0 △0

預託金の増減額（△は増加） △8,644 △1,689

トレーディング商品（資産）の増減額（△は増

加）
1,919 △680

約定見返勘定（資産）の増減額（△は増加） 130 503

短期差入保証金の増減額（△は増加） 1,022 △687

前払金の増減額（△は増加） △2 △2

前払費用の増減額（△は増加） 152 △6

未収入金の増減額（△は増加） 140 △65

未収収益の増減額（△は増加） △250 △249

その他の流動資産の増減額（△は増加） 39 △7

その他の固定資産の増減額（△は増加） 63 60

トレーディング商品（負債）の増減額（△は減

少）
97 919

約定見返勘定（負債）の増減額（△は減少） △112 121

預り金の増減額（△は減少） 837 194

受入保証金の増減額（△は減少） 1,052 1,242

未払金の増減額（△は減少） △14 12

未払費用の増減額（△は減少） 536 381

その他の流動負債の増減額（△は減少） △12 41

その他 △23 △8

小計 △2,000 1,325

利息及び配当金の受取額 51 62

利息の支払額 △76 △79

法人税等の支払額 △219 △428

法人税等の還付額 － 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,245 878
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △45 △16

無形固定資産の取得による支出 △197 △256

投資有価証券の取得による支出 － △72

投資有価証券の売却による収入 － 70

投資有価証券の償還による収入 15 －

投資事業組合からの分配による収入 18 27

長期前払費用の取得による支出 △50 △31

投資活動によるキャッシュ・フロー △259 △277

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,330 1,913

リース債務の返済による支出 △152 △105

株式の発行による収入 2 2

配当金の支払額 △209 △289

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,970 1,519

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △535 2,120

現金及び現金同等物の期首残高 10,681 9,202

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１10,146 ※１11,322
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

１．役員向け業績連動型株式報酬制度

当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び国外居住者を除く。以下、同じ。）及

び子会社の取締役（社外取締役及び国外居住者を除く。以下、同じ。）を対象（当社と子会社を併せて「対

象会社」、当社の取締役及び子会社の取締役を併せて「対象取締役」という。）に、業績及び役位に応じて

当社株式の交付を行う業績連動型の株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。

本制度に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）に準じております。

(1) 取引の概要

本制度は、対象会社が拠出する対象取締役の報酬額を原資として当社株式が信託を通じて取得され、対象

取締役に当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭（以下「当社株式等」という。）の交付及び給付

（以下「交付等」という。）が行われる株式報酬制度であります。本制度は、平成29年３月31日で終了する

事業年度から平成33年３月31日で終了する事業年度までの５事業年度を対象としており、各事業年度の親会

社株主に帰属する当期純利益の額及び役位に応じて、役員報酬として当社株式等の交付等を行います。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、連結貸借対照表の純資産の部に自己株式とし

て計上しております。当該株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度404百万円、796,824株、当第３四

半期連結会計期間398百万円、784,302株であります。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ コミットメントライン契約等

連結子会社である株式会社マネーパートナーズは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行とコ

ミットメントライン契約を締結するほか、取引銀行等と当座貸越契約及び極度借入契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成30年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

コミットメントライン契約等による

借入極度額の総額
2,500百万円 3,500百万円

借入実行残高 1,500 3,500

差引額 1,000 －

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 人件費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

賞与引当金繰入額 25百万円 29百万円

役員株式給付引当金繰入額 13 16

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

とおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

現金・預金勘定 13,396百万円 14,572百万円

担保提供預金 △3,250 △3,250

現金及び現金同等物 10,146 11,322
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月18日

定時株主総会
普通株式 130 4.00 平成29年３月31日 平成29年６月19日 利益剰余金

平成29年10月30日

取締役会
普通株式 81 2.50 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

（注）１．平成29年６月18日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、この配当の基準日である平成29年３月

31日現在で役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式（自己株式）800,000株に対す

る配当金３百万円を含んでおります。

２．平成29年10月30日開催の取締役会決議による配当金の総額には、この配当の基準日である平成29年９月30日

現在で役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式（自己株式）800,000株に対する配

当金２百万円を含んでおります。

当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月17日

定時株主総会
普通株式 179 5.50 平成30年３月31日 平成30年６月18日 利益剰余金

平成30年10月30日

取締役会
普通株式 114 3.50 平成30年９月30日 平成30年12月４日 利益剰余金

（注）１．平成30年６月17日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、この配当の基準日である平成30年３月

31日現在で役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式（自己株式）796,824株に対す

る配当金４百万円を含んでおります。

２．平成30年10月30日開催の取締役会決議による配当金の総額には、この配当の基準日である平成30年９月30日

現在で役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式（自己株式）790,563株に対する配

当金２百万円を含んでおります。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、インターネットを介して個人顧客もしくは金融商品取引業者等に対して外国為替証拠金取引

をはじめとする投資・金融サービスを提供する「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。

（金融商品関係）

四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（デリバティブ取引関係）

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

前連結会計年度（平成30年３月31日）

通貨関連

取引の種類

契約額等（百万円） 時価等（百万円）

評価損益
（百万円）

うち１年超
時価ベースの想定
元本（注２）

評価額

外国為替証拠金取引

売建 298,989 － 287,789 11,199 11,199

買建 285,916 － 287,790 1,873 1,873

合計 － － － 13,073 13,073

（注）１．時価の算定方法 連結会計年度末の直物為替相場により算定しております。

２．時価ベースの想定元本は、外貨建の契約額に連結会計年度末の直物為替相場を乗じた金額であります。

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。

当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日）

通貨関連

取引の種類

契約額等（百万円） 時価等（百万円）

評価損益
（百万円）

うち１年超
時価ベースの想定
元本（注２）

評価額

外国為替証拠金取引

売建 311,669 － 298,561 13,107 13,107

買建 298,624 － 298,427 △196 △196

合計 － － － 12,911 12,911

（注）１．時価の算定方法 第３四半期連結会計期間末の直物為替相場により算定しております。

２．時価ベースの想定元本は、外貨建の契約額に第３四半期連結会計期間末の直物為替相場を乗じた金額であり

ます。

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 14.64円 17.40円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
465 553

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
465 553

普通株式の期中平均株式数（株） 31,777,475 31,805,891

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 14.61円 17.38円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 71,764 36,582

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（注）役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式は、四半期連結財務諸表において自己株式とし

て計上しており、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、控除した当該株式の期中平均株式数は前第３四半

期連結累計期間799,543株、当第３四半期連結累計期間792,393株であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成30年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・114百万円

(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・3.50円

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成30年12月４日

(注) １．平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

２．配当金の総額には、役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式（自己株式）

790,563株に対する配当金２百万円を含んでおります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成31年１月30日

株式会社マネーパートナーズグループ

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 平木 達也 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙山 朋也 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マネー

パートナーズグループの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30

年10月１日から平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マネーパートナーズグループ及び連結子会社の平成30年12月

31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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